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② 産業大分類別従業者数

産業大分類別に従業者数の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％と最も高く、

次いで「サービス業（他に分類されないもの） 」が ％、「宿泊業，飲食サービス業」

が ％と続いており、この上位 つの産業で構成比の ％を占めている。

年活動調査と比較すると、「医療，福祉」が 万 人（増加率 ％）で調査開

始以来、唯一連続して増加している。一方、最も減少した産業は、「金融業，保険業」で

万 人（同△ ％）、次いで「電気･ガス･熱供給･水道業」で 人（同△ ％）、「建

設業」で 人（同△ ％）となっている。 （図２、表２）

図２ 産業大分類別従業者数

注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」 、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合サービス事業」を合算した

ものである。

表２ 産業大分類別従業者数

 

 
 
 
 
 

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総数 △ 391,286 △ 4.3
農林漁業 △ 362 △ 9.2
鉱業, 採石業, 砂利採取業 △ 1,819 △ 79.6
建設業 △ 2,680 △ 0.6 △ 32,579 △ 6.5
製造業 △ 214,899 △ 23.3
電気・ガス・熱供給・水道業 △ 3,766 △ 12.2
情報通信業 △ 65,703 △ 7.7
運輸業, 郵便業 △ 34,577 △ 6.9
卸売業, 小売業
金融業, 保険業 △ 10,560 △ 2.5
不動産業, 物品賃貸業 △ 5,468 △ 1.6
学術研究, 専門・技術サービス業 △ 15,351 △ 3.5
宿泊業, 飲食サービス業 △ 44,243 △ 4.9
生活関連サービス業, 娯楽業 △ 16,269 △ 4.4
教育, 学習支援業 △ 20,970 △ 6.1
医療, 福祉
複合サービス事業 △ 2,684 △ 11.8
サービス業（他に分類されないもの） △ 11,685 △ 1.3
注）　従業者数は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。

産業大分類
従業者数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24－21年

 

第２章 東京都における集計別結果

この章では、東京都における産業分類別、従業者規模別、地域別等集計別の調査結果全般につ

いて掲載しています。

１ 事業所に関する集計

産業別

 
① 産業大分類別事業所数

産業大分類別に事業所数の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％と最も高く、次

いで「宿泊業，飲食サービス業」が ％、「不動産業，物品賃貸業」が ％と続いてお

り、この上位 つの産業で構成比の ％を占めている。

平成 年活動調査と比較すると、「医療，福祉」が 事業所（増加率 ％）増加し、

調査開始以来、唯一連続して増加している。一方、最も減少した産業は、「製造業」で

事業所（同△ ％）、次いで「運輸業，郵便業」で 事業所（同△ ％）、「建設業」で

事業所（同△ ％）となっている。 （図 、表 ）

図 産業大分類別事業所数の構成比

 
注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」 、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合サービス事業」を合算した

ものである。
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平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
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総数 △ 57,538 △ 8.4
農林漁業 △ 29 △ 5.9
鉱業, 採石業, 砂利採取業 △ 25 △ 32.5
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製造業 △ 813 △ 1.6 △ 9,800 △ 16.4
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情報通信業 △ 3,898 △ 15.2
運輸業, 郵便業 △ 328 △ 2.0 △ 2,753 △ 14.1
卸売業, 小売業 △ 13,646 △ 8.1
金融業, 保険業 △ 536 △ 4.7
不動産業, 物品賃貸業 △ 2,985 △ 4.8
学術研究, 専門・技術サービス業 △ 5,174 △ 11.2
宿泊業, 飲食サービス業 △ 8,780 △ 9.0
生活関連サービス業, 娯楽業 △ 3,433 △ 6.9
教育, 学習支援業 △ 802 △ 4.7
医療, 福祉
複合サービス事業 △ 221 △ 11.1
サービス業（他に分類されないもの） △ 1,978 △ 5.0
注）　事業所数は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。

産業大分類
事業所数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年

事業所数及び従業者数ともに「卸売業，小売業」の構成比が最も高い
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② 産業大分類別従業者数

産業大分類別に従業者数の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％と最も高く、

次いで「サービス業（他に分類されないもの） 」が ％、「宿泊業，飲食サービス業」

が ％と続いており、この上位 つの産業で構成比の ％を占めている。

年活動調査と比較すると、「医療，福祉」が 万 人（増加率 ％）で調査開

始以来、唯一連続して増加している。一方、最も減少した産業は、「金融業，保険業」で

万 人（同△ ％）、次いで「電気･ガス･熱供給･水道業」で 人（同△ ％）、「建

設業」で 人（同△ ％）となっている。 （図２、表２）

図２ 産業大分類別従業者数

注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」 、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合サービス事業」を合算した

ものである。

表２ 産業大分類別従業者数

 

 
 
 
 
 

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
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総数 △ 391,286 △ 4.3
農林漁業 △ 362 △ 9.2
鉱業, 採石業, 砂利採取業 △ 1,819 △ 79.6
建設業 △ 2,680 △ 0.6 △ 32,579 △ 6.5
製造業 △ 214,899 △ 23.3
電気・ガス・熱供給・水道業 △ 3,766 △ 12.2
情報通信業 △ 65,703 △ 7.7
運輸業, 郵便業 △ 34,577 △ 6.9
卸売業, 小売業
金融業, 保険業 △ 10,560 △ 2.5
不動産業, 物品賃貸業 △ 5,468 △ 1.6
学術研究, 専門・技術サービス業 △ 15,351 △ 3.5
宿泊業, 飲食サービス業 △ 44,243 △ 4.9
生活関連サービス業, 娯楽業 △ 16,269 △ 4.4
教育, 学習支援業 △ 20,970 △ 6.1
医療, 福祉
複合サービス事業 △ 2,684 △ 11.8
サービス業（他に分類されないもの） △ 11,685 △ 1.3
注）　従業者数は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。

産業大分類
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第２章 東京都における集計別結果
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① 産業大分類別事業所数

産業大分類別に事業所数の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％と最も高く、次

いで「宿泊業，飲食サービス業」が ％、「不動産業，物品賃貸業」が ％と続いてお

り、この上位 つの産業で構成比の ％を占めている。

平成 年活動調査と比較すると、「医療，福祉」が 事業所（増加率 ％）増加し、

調査開始以来、唯一連続して増加している。一方、最も減少した産業は、「製造業」で

事業所（同△ ％）、次いで「運輸業，郵便業」で 事業所（同△ ％）、「建設業」で

事業所（同△ ％）となっている。 （図 、表 ）

図 産業大分類別事業所数の構成比
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情報通信業 △ 3,898 △ 15.2
運輸業, 郵便業 △ 328 △ 2.0 △ 2,753 △ 14.1
卸売業, 小売業 △ 13,646 △ 8.1
金融業, 保険業 △ 536 △ 4.7
不動産業, 物品賃貸業 △ 2,985 △ 4.8
学術研究, 専門・技術サービス業 △ 5,174 △ 11.2
宿泊業, 飲食サービス業 △ 8,780 △ 9.0
生活関連サービス業, 娯楽業 △ 3,433 △ 6.9
教育, 学習支援業 △ 802 △ 4.7
医療, 福祉
複合サービス事業 △ 221 △ 11.1
サービス業（他に分類されないもの） △ 1,978 △ 5.0
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経営組織別

 

① 事業所数

経営組織別に事業所数をみると、「個人経営」は 万 事業所（構成比 ％）、「法

人」は 万 事業所（同 ％）、うち「会社」は 万 事業所（同 ％）と

なっている。

年活動調査と比較すると、「会社」が 万 事業所（増加率 ％）、「会社以外の

法人」が 事業所（同 ％）の増加となった。一方、「個人経営」が 事業所（同

△ ％）、「法人でない団体」が 事業所（同△ ％）減少し、 年活動調査に引き続

き減少となった。 （図 、表 ）

② 従業者数

従業者数をみると、「個人経営」は 万 人（構成比 ％）、「法人」は 万

人（同 ％）、うち「会社」は 万 人（同 ％）となっている。

年活動調査と比較すると、「会社」が 万 人（増加率 ％）、「会社以外の法人」

が 万 人（同 ％）の増加となった。一方、「個人経営」が 万 人（同△ ％）、

「法人でない団体」が 人（同△ ％）で 年活動調査に引き続き減少となった。

（図 、表 ）

図３ 経営組織別事業所数の構成比

「個人経営」は事業所数、従業者数ともに減少傾向

「法人」は事業所数、従業者数ともに増加に転じる

 

③ 国、地方公共団体

国、地方公共団体の事業所数をみると、「市町村」が 事業所、次いで「都道府県」

の 事業所、「国」の 事業所となっていて、「都道府県」、「市町村」、「一部事務組合

等」を合わせた「地方公共団体」が構成比の ％を占める。

一方、従業者数をみると「市町村」が 万 人、次いで「都道府県」の 万

人、「国」の 万 人となっており、「地方公共団体」が構成比の ％を占めている。

（表３、表４）

表３ 国、地方公共団体の事業所数

表４ 国、地方公共団体の従業者数

平成26年 平成21年 平成26年 平成21年
％ ％ ％

総数 △ 776 △ 8.3
　国 △ 78 △ 12.9
　地方公共団体 △ 698 △ 8.0
　　都道府県 △ 33 △ 2.1
　　市町村 △ 658 △ 9.3
　　一部事務組合等 △ 7 △ 11.1

国、地方公共団体
事業所数

実数 構成比
増加率増加数

平成26年 平成21年 平成26年 平成21年
人 人 ％ ％ 人 ％

総数 △ 2,268 △ 0.5
　国 △ 2,654 △ 2.1
　地方公共団体
　　都道府県 △ 790 △ 0.6
　　市町村
　　一部事務組合等 △ 37 △ 0.9

国、地方公共団体
従業者数

実数 構成比
増加率増加数
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経営組織別

 

① 事業所数

経営組織別に事業所数をみると、「個人経営」は 万 事業所（構成比 ％）、「法

人」は 万 事業所（同 ％）、うち「会社」は 万 事業所（同 ％）と

なっている。

年活動調査と比較すると、「会社」が 万 事業所（増加率 ％）、「会社以外の

法人」が 事業所（同 ％）の増加となった。一方、「個人経営」が 事業所（同

△ ％）、「法人でない団体」が 事業所（同△ ％）減少し、 年活動調査に引き続

き減少となった。 （図 、表 ）

② 従業者数

従業者数をみると、「個人経営」は 万 人（構成比 ％）、「法人」は 万

人（同 ％）、うち「会社」は 万 人（同 ％）となっている。

年活動調査と比較すると、「会社」が 万 人（増加率 ％）、「会社以外の法人」

が 万 人（同 ％）の増加となった。一方、「個人経営」が 万 人（同△ ％）、

「法人でない団体」が 人（同△ ％）で 年活動調査に引き続き減少となった。

（図 、表 ）

図３ 経営組織別事業所数の構成比

「個人経営」は事業所数、従業者数ともに減少傾向

「法人」は事業所数、従業者数ともに増加に転じる

 

③ 国、地方公共団体

国、地方公共団体の事業所数をみると、「市町村」が 事業所、次いで「都道府県」

の 事業所、「国」の 事業所となっていて、「都道府県」、「市町村」、「一部事務組合

等」を合わせた「地方公共団体」が構成比の ％を占める。

一方、従業者数をみると「市町村」が 万 人、次いで「都道府県」の 万

人、「国」の 万 人となっており、「地方公共団体」が構成比の ％を占めている。

（表３、表４）

表３ 国、地方公共団体の事業所数

表４ 国、地方公共団体の従業者数

平成26年 平成21年 平成26年 平成21年
％ ％ ％

総数 △ 776 △ 8.3
　国 △ 78 △ 12.9
　地方公共団体 △ 698 △ 8.0
　　都道府県 △ 33 △ 2.1
　　市町村 △ 658 △ 9.3
　　一部事務組合等 △ 7 △ 11.1

国、地方公共団体
事業所数

実数 構成比
増加率増加数

平成26年 平成21年 平成26年 平成21年
人 人 ％ ％ 人 ％

総数 △ 2,268 △ 0.5
　国 △ 2,654 △ 2.1
　地方公共団体
　　都道府県 △ 790 △ 0.6
　　市町村
　　一部事務組合等 △ 37 △ 0.9

国、地方公共団体
従業者数

実数 構成比
増加率増加数
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従業者規模別

 
① 事業所数

従業者規模別に事業所数の構成比をみると「 ～ 人」が ％と最も高く、次いで「

～ 人」が ％、「 ～ 人」が ％の順となっており、 人以下が全体の ％を

占めている一方、「 人以上」の規模の事業所は全体の ％となっている。

年活動調査と比較すると、「 ～ 人」が 万 事業所（増加率 ％）、「 ～ 人」

が 事業所（同 ％）、「 ～ 人」が 事業所（同 ％）の増加となり全ての従

業者規模で増加となった。 （図 、表 ）

② 従業者数

従業者規模別に従業者数の構成比をみると、「 人以上」が ％と最も高く、次いで

「 ～ 人」が ％、「 ～ 人」 ％の順となっている。

年活動調査と比較すると、「 人以上」が 万 人（増加率 ％）で 年基礎

調査との比較 万 人（同 ％）に引き続き増加となった。また、「 ～ 人」は

万 人（同 ％）、「 ～ 人」が 万 人（同 ％）の増加となり全ての従業者

規模で増加となった。 （図 、表 ）

図５ 従業者規模別事業所数の構成比

表７ 従業者規模別事業所数
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表５ 経営組織別事業所数

図４ 経営組織別従業者数の構成比

 
表６ 経営組織別従業者数

 

 
 
 

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 57,538 △ 8.4
　個人経営 △ 7,976 △ 4.2 △ 25,177 △ 11.7
　法人 △ 32,105 △ 6.9
　　会社 △ 32,246 △ 7.4
　　会社以外の法人
　法人でない団体 △ 221 △ 8.1 △ 256 △ 8.5

経営組織 実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年
事業所数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
人 人 人 ％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 391,286 △ 4.3
　個人経営 △ 31,856 △ 5.7 △ 74,656 △ 11.7
　法人 △ 315,270 △ 3.8
　　会社 △ 345,567 △ 4.6
　　会社以外の法人
　法人でない団体 △ 1,825 △ 13.8 △ 1,360 △ 9.3

経営組織
従業者数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年
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従業者規模別

 
① 事業所数

従業者規模別に事業所数の構成比をみると「 ～ 人」が ％と最も高く、次いで「

～ 人」が ％、「 ～ 人」が ％の順となっており、 人以下が全体の ％を

占めている一方、「 人以上」の規模の事業所は全体の ％となっている。

年活動調査と比較すると、「 ～ 人」が 万 事業所（増加率 ％）、「 ～ 人」

が 事業所（同 ％）、「 ～ 人」が 事業所（同 ％）の増加となり全ての従

業者規模で増加となった。 （図 、表 ）

② 従業者数

従業者規模別に従業者数の構成比をみると、「 人以上」が ％と最も高く、次いで

「 ～ 人」が ％、「 ～ 人」 ％の順となっている。

年活動調査と比較すると、「 人以上」が 万 人（増加率 ％）で 年基礎

調査との比較 万 人（同 ％）に引き続き増加となった。また、「 ～ 人」は

万 人（同 ％）、「 ～ 人」が 万 人（同 ％）の増加となり全ての従業者

規模で増加となった。 （図 、表 ）

図５ 従業者規模別事業所数の構成比

表７ 従業者規模別事業所数
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平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 57,538 △ 8.4
1～4人 △ 35,354 △ 9.3
5～9人 △ 12,821 △ 9.0
10～19人 △ 4,919 △ 6.0
20～29人 △ 1,434 △ 4.8
30～49人 △ 2,205 △ 9.8
50～99人 △ 1,335 △ 9.1
100～299人 △ 268 △ 3.2

300人　以上

出向・派遣従業者のみ

従業者規模
事業所数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年

全ての従業者規模で事業所数、従業者数ともに増加

 

表５ 経営組織別事業所数

図４ 経営組織別従業者数の構成比

 
表６ 経営組織別従業者数

 

 
 
 

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 57,538 △ 8.4
　個人経営 △ 7,976 △ 4.2 △ 25,177 △ 11.7
　法人 △ 32,105 △ 6.9
　　会社 △ 32,246 △ 7.4
　　会社以外の法人
　法人でない団体 △ 221 △ 8.1 △ 256 △ 8.5

経営組織 実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年
事業所数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
人 人 人 ％ ％ ％ ％ ％

総数 △ 391,286 △ 4.3
　個人経営 △ 31,856 △ 5.7 △ 74,656 △ 11.7
　法人 △ 315,270 △ 3.8
　　会社 △ 345,567 △ 4.6
　　会社以外の法人
　法人でない団体 △ 1,825 △ 13.8 △ 1,360 △ 9.3

経営組織
従業者数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年
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従業上の地位別

① 従業者数

従業上の地位別に従業者数の構成比をみると、「雇用者」が ％、「有給役員」が ％、

「個人業主・無給の家族従業者」が ％となっている。

「雇用者」の構成比をみると、「正社員・正職員」は ％、パート・アルバイトなどの

「正社員・正職員以外」は ％、日々雇用などの「臨時雇用者」は ％となっており、

「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」で雇用者数の ％を占めている。

年活動調査と比べると、「正社員・正職員｣が 万 人（増加率 ％）、「正社員・

正職員以外」が 万 人（同 ％）増加し、「臨時雇用者」が 万 人（同△ ％）

減少となっている。 （図 、表 ）

図７ 従業上の地位別従業者数の構成比

表９ 従業上の地位別従業者数

注）「雇用者」とは、「常用雇用者」と「臨時雇用者」を合算したものである。

平成26年 

平成24年 

平成21年 

正社員・正職員 正社員・正職員以外

個人業主・無給の

家族従業者 有給役員
臨時雇用者

％

うち雇用者

の構成比

うち雇用者

の構成比

うち雇用者

の構成比

人 人 人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％
総数 △ 391,286 △ 4.3

個人業主・無給の家族従事者 △ 14,824 △ 6.3 △ 29,766 △ 11.3
有給役員 △ 18,574 △ 3.3 △ 80,648 △ 12.5
雇用者 △ 280,872 △ 3.5
　常用雇用者 △ 258,789 △ 3.4
　　正社員・正職員 △ 278,884 △ 5.3
　　正社員・正職員以外
　臨時雇用者 △ 50,134 △ 11.4 △ 22,083 △ 4.8

従業上の地位

増加率増加数増加率増加数

従業者数

実数 平成26年－24年 平成24年－21年

平成24年 平成21年

構成比

平成26年
平成21年平成24年平成26年

従業者数のうち「正社員・正職員」及び「正社員・正職員以外」が増加

図６ 従業者規模別従業者数の構成比

 
 
表８ 従業者規模別従業者数
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平成 年

平成 年

～ 人 ～ 人 ～ 人 ～

人

％

～ 人 ～ 人 ～ 人 ～ 人 人以上

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総数 △ 391,286 △ 4.3
1～4人 △ 82,532 △ 9.6
5～9人 △ 81,960 △ 8.8
10～19人 △ 63,980 △ 5.8
20～29人 △ 33,969 △ 4.7
30～49人 △ 84,322 △ 9.9
50～99人 △ 89,198 △ 8.9
100～299人 △ 40,136 △ 3.0
300人　以上
出向・派遣従業者のみ － － － － － － － － －

従業者規模
従業者数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年
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従業上の地位別

① 従業者数

従業上の地位別に従業者数の構成比をみると、「雇用者」が ％、「有給役員」が ％、

「個人業主・無給の家族従業者」が ％となっている。

「雇用者」の構成比をみると、「正社員・正職員」は ％、パート・アルバイトなどの

「正社員・正職員以外」は ％、日々雇用などの「臨時雇用者」は ％となっており、

「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」で雇用者数の ％を占めている。

年活動調査と比べると、「正社員・正職員｣が 万 人（増加率 ％）、「正社員・

正職員以外」が 万 人（同 ％）増加し、「臨時雇用者」が 万 人（同△ ％）

減少となっている。 （図 、表 ）

図７ 従業上の地位別従業者数の構成比

表９ 従業上の地位別従業者数

注）「雇用者」とは、「常用雇用者」と「臨時雇用者」を合算したものである。

平成26年 

平成24年 
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正社員・正職員 正社員・正職員以外

個人業主・無給の

家族従業者 有給役員
臨時雇用者

％

うち雇用者

の構成比

うち雇用者

の構成比

うち雇用者

の構成比

人 人 人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％
総数 △ 391,286 △ 4.3

個人業主・無給の家族従事者 △ 14,824 △ 6.3 △ 29,766 △ 11.3
有給役員 △ 18,574 △ 3.3 △ 80,648 △ 12.5
雇用者 △ 280,872 △ 3.5
　常用雇用者 △ 258,789 △ 3.4
　　正社員・正職員 △ 278,884 △ 5.3
　　正社員・正職員以外
　臨時雇用者 △ 50,134 △ 11.4 △ 22,083 △ 4.8

従業上の地位

増加率増加数増加率増加数

従業者数

実数 平成26年－24年 平成24年－21年

平成24年 平成21年

構成比

平成26年
平成21年平成24年平成26年

従業者数のうち「正社員・正職員」及び「正社員・正職員以外」が増加

図６ 従業者規模別従業者数の構成比

 
 
表８ 従業者規模別従業者数

 

平成 年

平成 年

平成 年

～ 人 ～ 人 ～ 人 ～

人

％

～ 人 ～ 人 ～ 人 ～ 人 人以上

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率
人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総数 △ 391,286 △ 4.3
1～4人 △ 82,532 △ 9.6
5～9人 △ 81,960 △ 8.8
10～19人 △ 63,980 △ 5.8
20～29人 △ 33,969 △ 4.7
30～49人 △ 84,322 △ 9.9
50～99人 △ 89,198 △ 8.9
100～299人 △ 40,136 △ 3.0
300人　以上
出向・派遣従業者のみ － － － － － － － － －

従業者規模
従業者数

実数 構成比 平成26年－24年 平成24年－21年
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表 産業大分類別事業従事者数、他からの出向・派遣従業者数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率

人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総　　数 △ 289,376 △ 3.2

農林漁業 △ 304 △ 7.7

鉱業，採石業，砂利採取業 △ 1,907 △ 79.1

建設業 △ 27,852 △ 5.5

製造業 △ 198,124 △ 21.9

電気・ガス・熱供給・水道業 △ 4,275 △ 14.1

情報通信業 △ 52,110 △ 5.9

運輸業，郵便業 △ 37,171 △ 7.3

卸売業，小売業

金融業，保険業 △ 12,342 △ 2.8 △ 120

不動産業，物品賃貸業 △ 4,871 △ 1.4

学術研究，専門・技術サービス業 △ 14,901 △ 3.3

宿泊業，飲食サービス業 △ 46,206 △ 5.1

生活関連サービス業，娯楽業 △ 12,045 △ 3.2

教育，学習支援業 △ 18,855 △ 5.4

医療，福祉

複合サービス事業 △ 3,038 △ 13.2

サービス業（他に分類されないもの）

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率

人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総　　数 △ 42,842 △ 9.4

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業 △ 95 △ 63.3

建設業

製造業 △ 3,700 △ 11.0

電気・ガス・熱供給・水道業 △ 2,109 △ 69.4

情報通信業 △ 17,021 △ 18.7

運輸業，郵便業 △ 489 △ 2.4 △ 1,094 △ 5.2

卸売業，小売業 △ 16,403 △ 16.3

金融業，保険業 △ 10,355 △ 21.2

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業 △ 1,992 △ 22.3 △ 2,068 △ 18.8

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業 △ 2,419 △ 23.4

医療，福祉 △ 1,112 △ 9.2 △ 2,554 △ 17.4

複合サービス事業 △ 21 △ 30.9 △ 442 △ 86.7

サービス業（他に分類されないもの）

平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％

総　　数

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

産業大分類
派遣従業者数比率（Ｂ/Ａ）

産業大分類
他からの出向・派遣従業者数（Ｂ） 平成26年－24年 平成24年－21年

構成比

産業大分類
事業従事者数（Ａ） 平成26年－24年 平成24年－21年

構成比

 

他からの出向・派遣従業者別

① 産業大分類別他からの出向・派遣従業者数

産業大分類別に「他からの出向・派遣従業者数」の構成比をみると、「卸売業，小売業」

が ％と最も高く、次いで「情報通信業」が ％、「サービス業（他に分類されない

もの）」が ％となっている。

年活動調査と比較すると「情報通信業」が 万 人（増加率△ ％）と減少し、

次いで「卸売業，小売業」が 万 人（同△ ％）、「金融業，保険業」が 万

人（同△ ％）となっている。一方、「学術研究，専門･技術サービス業」では 人（同

％）増加し、次いで「建設業」が 人（同 ％）、「サービス業（他に分類され

ないもの）」が 人（同 ％）となっている。

（図 、表 ）

図８ 産業大分類別他からの出向・派遣従業者数の構成比

② 産業大分類別事業従事者数、他からの出向・派遣従業者数

「事業従事者数」に占める「他からの出向・派遣従業者数」の構成比（以下、「派遣従業

者数比率」という。）をみると、「金融業 保険業」が ％と最も高く、次いで「情報通信

業」の ％、「鉱業，採石業，砂利採取業」の ％となっている。 年活動調査と比較

すると 産業中 産業で上昇し、 産業で低下した。 （表 ）

注１） 「事業従事者数」とは、当該事業所で実際に働いている人の数で、「従業者数」から「他への出向・

派遣従業者数」を除き、「他からの出向・派遣従業者数」を含めた数をいう。

注２） 「他からの出向・派遣従業者数」とは、いわゆる労働者派遣法にいう派遣労働者のほかに、在籍出

向など出向元に籍がありながら当該事業所に来て働いている人の数をいう。

(注)「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」及び「複合サービス

　　事業」を合算したものである。

平成 年

平成 年

平成 年

建設業 製造業 情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業 金融業，

保険業

不動産業，
物品賃貸業

宿泊業，飲食

サービス業

生活関連

サービス業，

娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

サービス業 他に分類

されないもの

その他の産業

％

学術研究，

専門・技術サービス

他からの出向・派遣従業者数比率は 産業中 産業で低下
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表 産業大分類別事業従事者数、他からの出向・派遣従業者数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率

人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総　　数 △ 289,376 △ 3.2

農林漁業 △ 304 △ 7.7

鉱業，採石業，砂利採取業 △ 1,907 △ 79.1

建設業 △ 27,852 △ 5.5

製造業 △ 198,124 △ 21.9

電気・ガス・熱供給・水道業 △ 4,275 △ 14.1

情報通信業 △ 52,110 △ 5.9

運輸業，郵便業 △ 37,171 △ 7.3

卸売業，小売業

金融業，保険業 △ 12,342 △ 2.8 △ 120

不動産業，物品賃貸業 △ 4,871 △ 1.4

学術研究，専門・技術サービス業 △ 14,901 △ 3.3

宿泊業，飲食サービス業 △ 46,206 △ 5.1

生活関連サービス業，娯楽業 △ 12,045 △ 3.2

教育，学習支援業 △ 18,855 △ 5.4

医療，福祉

複合サービス事業 △ 3,038 △ 13.2

サービス業（他に分類されないもの）

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 増加数 増加率 増加数 増加率

人 人 人 ％ ％ ％ 人 ％ 人 ％

総　　数 △ 42,842 △ 9.4

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業 △ 95 △ 63.3

建設業

製造業 △ 3,700 △ 11.0

電気・ガス・熱供給・水道業 △ 2,109 △ 69.4

情報通信業 △ 17,021 △ 18.7

運輸業，郵便業 △ 489 △ 2.4 △ 1,094 △ 5.2

卸売業，小売業 △ 16,403 △ 16.3

金融業，保険業 △ 10,355 △ 21.2

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業 △ 1,992 △ 22.3 △ 2,068 △ 18.8

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業 △ 2,419 △ 23.4

医療，福祉 △ 1,112 △ 9.2 △ 2,554 △ 17.4

複合サービス事業 △ 21 △ 30.9 △ 442 △ 86.7

サービス業（他に分類されないもの）

平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％

総　　数

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

産業大分類
派遣従業者数比率（Ｂ/Ａ）

産業大分類
他からの出向・派遣従業者数（Ｂ） 平成26年－24年 平成24年－21年

構成比

産業大分類
事業従事者数（Ａ） 平成26年－24年 平成24年－21年

構成比

 

他からの出向・派遣従業者別

① 産業大分類別他からの出向・派遣従業者数

産業大分類別に「他からの出向・派遣従業者数」の構成比をみると、「卸売業，小売業」

が ％と最も高く、次いで「情報通信業」が ％、「サービス業（他に分類されない

もの）」が ％となっている。

年活動調査と比較すると「情報通信業」が 万 人（増加率△ ％）と減少し、

次いで「卸売業，小売業」が 万 人（同△ ％）、「金融業，保険業」が 万

人（同△ ％）となっている。一方、「学術研究，専門･技術サービス業」では 人（同

％）増加し、次いで「建設業」が 人（同 ％）、「サービス業（他に分類され

ないもの）」が 人（同 ％）となっている。

（図 、表 ）

図８ 産業大分類別他からの出向・派遣従業者数の構成比

② 産業大分類別事業従事者数、他からの出向・派遣従業者数

「事業従事者数」に占める「他からの出向・派遣従業者数」の構成比（以下、「派遣従業

者数比率」という。）をみると、「金融業 保険業」が ％と最も高く、次いで「情報通信

業」の ％、「鉱業，採石業，砂利採取業」の ％となっている。 年活動調査と比較

すると 産業中 産業で上昇し、 産業で低下した。 （表 ）

注１） 「事業従事者数」とは、当該事業所で実際に働いている人の数で、「従業者数」から「他への出向・

派遣従業者数」を除き、「他からの出向・派遣従業者数」を含めた数をいう。

注２） 「他からの出向・派遣従業者数」とは、いわゆる労働者派遣法にいう派遣労働者のほかに、在籍出

向など出向元に籍がありながら当該事業所に来て働いている人の数をいう。

(注)「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気･ガス･熱供給･水道業」及び「複合サービス

　　事業」を合算したものである。

平成 年

平成 年

平成 年

建設業 製造業 情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業 金融業，

保険業

不動産業，
物品賃貸業

宿泊業，飲食

サービス業

生活関連

サービス業，

娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

サービス業 他に分類

されないもの

その他の産業

％

学術研究，

専門・技術サービス

他からの出向・派遣従業者数比率は 産業中 産業で低下
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表 地域別事業所数

図 区市町村別事業所数（５区分）

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％

総　　数 総　　数 総　　数 △ 57,538 △ 8.4

区  部 区  部 区  部 △ 48,875 △ 8.9

港区 中央区 港区

中央区 港区 中央区

千代田区 新宿区 千代田区

その他の区 その他の区 その他の区

市  部 市  部 市  部 △ 8,438 △ 6.4

八王子市 八王子市 八王子市

町田市 町田市 町田市

武蔵野市 立川市 府中市

その他の市 その他の市 その他の市

町村部 町村部 町村部 △ 225 △ 4.5

西多摩郡 西多摩郡 西多摩郡 △ 118 △ 4.2

　　島　部 島　部 　　島　部 △ 107 △ 4.8

事業所数
平成24年－21年平成26年－24年

平成26年

地域 地域 地域

平成24年 平成21年

大島町 利島村 新島村 神津島村 三宅村

御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村

奥多摩町

瑞穂町

檜原村

日の出町

青梅市

あきる野市

八王子市

町田市

日野市

多摩市 稲城市

府中市

羽村市

福生市

武蔵村山市
東大和市

東村山市

清瀬市

小平市

昭島市
立川市

国立市

国分寺市 小金井市
三鷹市

狛江市
世田谷区

杉並区

板橋区
北区 足立区

葛飾区

江戸川区

江東区

目黒区

渋谷区

新宿区

中野区 文京区

荒川区

千代田区

練馬区

調布市

武蔵野市

豊島区
台東区

中央区

品川区

港区

墨田区

大田区

東久留米市

西東京市

３万以上 （５区）
２万以上３万未満（８区）
５千以上２万未満（ 区８市）

２千以上５千未満（ 市）
２千未満 （２市５町８村）

境界未定地域

 

地域別

① 事業所数

地域別に事業所数をみると、「区部」 万 事業所（構成比 ％）、「市部」 万

事業所（同 ％）、「西多摩郡」 事業所（同 ％）、「島部」 事業所（同 ％）

となっている。

区市町村別では、「区部」では港区が 万 事業所（同 ％）と最も多く、次いで中

央区が 万 事業所（同 ％）、千代田区が 万 事業所（同 ％）と続いており、

この上位３区で事業所総数の ％を占めている。「市部」では八王子市が 万 事業所

（同 ％）と最も多く、次いで町田市が 万 事業所（同 ％）、武蔵野市が 事

業所（同 ％）と続いている。

事業所数が３万以上の区市町村は５区、２万以上３万未満が８区、 以上２万未満が

区８市となっている。

年活動調査と比較すると、「区部」 万 事業所 増加率 ％ ､「市部」 事業

所 同 ％ ､「西多摩郡」 事業所 同 ％）、「島部」 事業所（同 ％）増加した。

（図９、図 、表 、表 ）

図９ 地域別事業所数の構成比

事業所数は、区部、市部、西多摩郡、島部の全地域で増加

従業者数は、区部、市部、西多摩郡で増加し、島部は減少
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表 地域別事業所数

図 区市町村別事業所数（５区分）

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％

総　　数 総　　数 総　　数 △ 57,538 △ 8.4

区  部 区  部 区  部 △ 48,875 △ 8.9

港区 中央区 港区

中央区 港区 中央区

千代田区 新宿区 千代田区

その他の区 その他の区 その他の区

市  部 市  部 市  部 △ 8,438 △ 6.4

八王子市 八王子市 八王子市

町田市 町田市 町田市

武蔵野市 立川市 府中市

その他の市 その他の市 その他の市

町村部 町村部 町村部 △ 225 △ 4.5

西多摩郡 西多摩郡 西多摩郡 △ 118 △ 4.2

　　島　部 島　部 　　島　部 △ 107 △ 4.8

事業所数
平成24年－21年平成26年－24年

平成26年

地域 地域 地域

平成24年 平成21年

大島町 利島村 新島村 神津島村 三宅村

御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村

奥多摩町

瑞穂町

檜原村

日の出町

青梅市

あきる野市

八王子市

町田市

日野市

多摩市 稲城市

府中市

羽村市

福生市

武蔵村山市
東大和市

東村山市

清瀬市

小平市

昭島市
立川市

国立市

国分寺市 小金井市
三鷹市

狛江市
世田谷区

杉並区

板橋区
北区 足立区

葛飾区

江戸川区

江東区

目黒区

渋谷区

新宿区

中野区 文京区

荒川区

千代田区

練馬区

調布市

武蔵野市

豊島区
台東区

中央区

品川区

港区

墨田区

大田区

東久留米市

西東京市

３万以上 （５区）
２万以上３万未満（８区）
５千以上２万未満（ 区８市）

２千以上５千未満（ 市）
２千未満 （２市５町８村）

境界未定地域

 

地域別

① 事業所数

地域別に事業所数をみると、「区部」 万 事業所（構成比 ％）、「市部」 万

事業所（同 ％）、「西多摩郡」 事業所（同 ％）、「島部」 事業所（同 ％）

となっている。

区市町村別では、「区部」では港区が 万 事業所（同 ％）と最も多く、次いで中

央区が 万 事業所（同 ％）、千代田区が 万 事業所（同 ％）と続いており、

この上位３区で事業所総数の ％を占めている。「市部」では八王子市が 万 事業所

（同 ％）と最も多く、次いで町田市が 万 事業所（同 ％）、武蔵野市が 事

業所（同 ％）と続いている。

事業所数が３万以上の区市町村は５区、２万以上３万未満が８区、 以上２万未満が

区８市となっている。

年活動調査と比較すると、「区部」 万 事業所 増加率 ％ ､「市部」 事業

所 同 ％ ､「西多摩郡」 事業所 同 ％）、「島部」 事業所（同 ％）増加した。

（図９、図 、表 、表 ）

図９ 地域別事業所数の構成比

事業所数は、区部、市部、西多摩郡、島部の全地域で増加

従業者数は、区部、市部、西多摩郡で増加し、島部は減少
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② 従業者数

地域別に従業者数をみると、「区部」 万 人（構成比 ％）、「市部」 万

人（同 ％）、「西多摩郡」 万 人（同 ％）、「島部」 万 人（同 ％）とな

っている。

区市町村別では、「区部」では港区が 万 人（同 ％）と最も多く、次いで千代

田区が 万 人（同 ％）、中央区 万 人（同 ％）と続いており、この上位

３区で従業者総数の ％を占めている。「市部」では八王子市が 万 人（同 ％）

と最も多く、次いで町田市が 万 人（同 ％）、立川市が 万 人（同 ％）

と続いている。

従業者数が 万人以上の区市町村は６区、 万人以上 万人未満が８区１市、５万人以

上 万人未満が９区 市となっている。

年活動調査と比較すると、「区部」では 万 人 増加率 ％ ､「市部」 万

人 同 ％ 、「西多摩郡」 人（同 ％）増加し、「島部」では 人（同△ ％）

減少した。 （図 、図 、表 、表 ）

図 地域別従業者数の構成比

 

表 区市町村別事業所数

順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％

総　数 △ 57,538 △ 8.4

区　部 △ 48,875 △ 8.9

千代田区 △ 3,185 △ 9.0

中央区 △ 3,981 △ 9.6

港区 △ 5,249 △ 12.4

新宿区 △ 2,690 △ 7.7

文京区 △ 1,658 △ 10.5

台東区 △ 2,617 △ 9.9

墨田区 △ 1,741 △ 9.7

江東区 △ 1,543 △ 7.7

品川区 △ 2,261 △ 10.1

目黒区 △ 1,483 △ 11.9

大田区 △ 3,085 △ 9.2

世田谷区

渋谷区 △ 2,742 △ 10.4

中野区 △ 1,410 △ 10.0

杉並区 △ 1,541 △ 7.2

豊島区 △ 820 △ 4.4

北区 △ 1,421 △ 9.6

荒川区 △ 1,120 △ 10.4

板橋区 △ 2,108 △ 10.1

練馬区 △ 1,575 △ 7.2

足立区 △ 155 △ 0.6 △ 2,857 △ 10.0

葛飾区 △ 121 △ 0.7 △ 2,033 △ 10.3

江戸川区 △ 1,924 △ 8.3

境界未定地域 △ 33 △ 6.1

市　部 △ 8,438 △ 6.4

八王子市 △ 1,158 △ 5.9

立川市 △ 431 △ 5.4

武蔵野市 △ 456 △ 5.7

三鷹市 △ 18 △ 0.3 △ 407 △ 7.1

青梅市 △ 379 △ 7.6

府中市 △ 652 △ 8.1

昭島市 △ 232 △ 6.0

調布市 △ 518 △ 7.3

町田市 △ 681 △ 5.4

小金井市 △ 185 △ 6.1

小平市 △ 339 △ 7.0

日野市 △ 349 △ 7.3

東村山市 △ 326 △ 8.1

国分寺市 △ 187 △ 5.1

国立市 △ 114 △ 4.1

福生市 △ 169 △ 7.5

狛江市 △ 38 △ 1.8 △ 209 △ 9.1

東大和市 △ 195 △ 7.1

清瀬市 △ 106 △ 5.4

東久留米市 △ 53 △ 1.8

武蔵村山市 △ 133 △ 5.1

多摩市 △ 331 △ 8.5

稲城市 △ 59 △ 2.7

羽村市 △ 187 △ 8.6

あきる野市 △ 16 △ 0.6 △ 119 △ 4.6

西東京市 △ 463 △ 8.3

町村部 △ 225 △ 4.5

△ 118 △ 4.2

瑞穂町 △ 89 △ 5.4

日の出町

檜原村 △ 23 △ 13.9

奥多摩町 △ 28 △ 9.1

△ 107 △ 4.8

大島支庁 △ 40 △ 3.7 △ 67 △ 5.8

大島町 △ 7 △ 1.2 △ 10 △ 1.7

利島村 △ 4 △ 9.5

新島村 △ 15 △ 5.8 △ 34 △ 11.6

神津島村 △ 14 △ 7.3 △ 27 △ 12.3

三宅支庁 △ 1 △ 0.5

三宅村

御蔵島村 △ 4 △ 12.1 △ 5 △ 13.2

八丈支庁 △ 3 △ 0.5 △ 60 △ 9.1

八丈町 △ 61 △ 9.6

青ヶ島村 △ 4 △ 19.0

小笠原支庁

小笠原村

区市町村 平成24年 平成21年

事　業　所　数
平成26年－24年 平成24年－21年

西多摩郡

島　　部

平成26年
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② 従業者数

地域別に従業者数をみると、「区部」 万 人（構成比 ％）、「市部」 万

人（同 ％）、「西多摩郡」 万 人（同 ％）、「島部」 万 人（同 ％）とな

っている。

区市町村別では、「区部」では港区が 万 人（同 ％）と最も多く、次いで千代

田区が 万 人（同 ％）、中央区 万 人（同 ％）と続いており、この上位

３区で従業者総数の ％を占めている。「市部」では八王子市が 万 人（同 ％）

と最も多く、次いで町田市が 万 人（同 ％）、立川市が 万 人（同 ％）

と続いている。

従業者数が 万人以上の区市町村は６区、 万人以上 万人未満が８区１市、５万人以

上 万人未満が９区 市となっている。

年活動調査と比較すると、「区部」では 万 人 増加率 ％ ､「市部」 万

人 同 ％ 、「西多摩郡」 人（同 ％）増加し、「島部」では 人（同△ ％）

減少した。 （図 、図 、表 、表 ）

図 地域別従業者数の構成比

 

表 区市町村別事業所数

順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％

総　数 △ 57,538 △ 8.4

区　部 △ 48,875 △ 8.9

千代田区 △ 3,185 △ 9.0

中央区 △ 3,981 △ 9.6

港区 △ 5,249 △ 12.4

新宿区 △ 2,690 △ 7.7

文京区 △ 1,658 △ 10.5

台東区 △ 2,617 △ 9.9

墨田区 △ 1,741 △ 9.7

江東区 △ 1,543 △ 7.7

品川区 △ 2,261 △ 10.1

目黒区 △ 1,483 △ 11.9

大田区 △ 3,085 △ 9.2

世田谷区

渋谷区 △ 2,742 △ 10.4

中野区 △ 1,410 △ 10.0

杉並区 △ 1,541 △ 7.2

豊島区 △ 820 △ 4.4

北区 △ 1,421 △ 9.6

荒川区 △ 1,120 △ 10.4

板橋区 △ 2,108 △ 10.1

練馬区 △ 1,575 △ 7.2

足立区 △ 155 △ 0.6 △ 2,857 △ 10.0

葛飾区 △ 121 △ 0.7 △ 2,033 △ 10.3

江戸川区 △ 1,924 △ 8.3

境界未定地域 △ 33 △ 6.1

市　部 △ 8,438 △ 6.4

八王子市 △ 1,158 △ 5.9

立川市 △ 431 △ 5.4

武蔵野市 △ 456 △ 5.7

三鷹市 △ 18 △ 0.3 △ 407 △ 7.1

青梅市 △ 379 △ 7.6

府中市 △ 652 △ 8.1

昭島市 △ 232 △ 6.0

調布市 △ 518 △ 7.3

町田市 △ 681 △ 5.4

小金井市 △ 185 △ 6.1

小平市 △ 339 △ 7.0

日野市 △ 349 △ 7.3

東村山市 △ 326 △ 8.1

国分寺市 △ 187 △ 5.1

国立市 △ 114 △ 4.1

福生市 △ 169 △ 7.5

狛江市 △ 38 △ 1.8 △ 209 △ 9.1

東大和市 △ 195 △ 7.1

清瀬市 △ 106 △ 5.4

東久留米市 △ 53 △ 1.8

武蔵村山市 △ 133 △ 5.1

多摩市 △ 331 △ 8.5

稲城市 △ 59 △ 2.7

羽村市 △ 187 △ 8.6

あきる野市 △ 16 △ 0.6 △ 119 △ 4.6

西東京市 △ 463 △ 8.3

町村部 △ 225 △ 4.5

△ 118 △ 4.2

瑞穂町 △ 89 △ 5.4

日の出町

檜原村 △ 23 △ 13.9

奥多摩町 △ 28 △ 9.1

△ 107 △ 4.8

大島支庁 △ 40 △ 3.7 △ 67 △ 5.8

大島町 △ 7 △ 1.2 △ 10 △ 1.7

利島村 △ 4 △ 9.5

新島村 △ 15 △ 5.8 △ 34 △ 11.6

神津島村 △ 14 △ 7.3 △ 27 △ 12.3

三宅支庁 △ 1 △ 0.5

三宅村

御蔵島村 △ 4 △ 12.1 △ 5 △ 13.2

八丈支庁 △ 3 △ 0.5 △ 60 △ 9.1

八丈町 △ 61 △ 9.6

青ヶ島村 △ 4 △ 19.0

小笠原支庁

小笠原村

区市町村 平成24年 平成21年

事　業　所　数
平成26年－24年 平成24年－21年

西多摩郡

島　　部

平成26年
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表 区市町村別従業者数

順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％

総　数 △ 391,286 △ 4.3

区　部 △ 330,932 △ 4.4

千代田区 △ 65,351 △ 7.2

中央区 △ 17,949 △ 2.4

港区 △ 63,422 △ 6.2

新宿区 △ 3,662 △ 0.6

文京区 △ 8,525 △ 3.8

台東区 △ 20,293 △ 8.0

墨田区 △ 853 △ 0.5

江東区

品川区 △ 11,254 △ 3.1

目黒区 △ 4,310 △ 3.3

大田区 △ 19,243 △ 5.4

世田谷区 △ 398 △ 0.2

渋谷区 △ 12,798 △ 2.8

中野区 △ 8,380 △ 7.1

杉並区 △ 8,511 △ 5.0

豊島区 △ 18,023 △ 6.7

北区 △ 5,849 △ 4.4

荒川区 △ 641 △ 0.8 △ 5,560 △ 6.5

板橋区 △ 11,764 △ 5.8

練馬区 △ 6,619 △ 3.8

足立区 △ 12,663 △ 5.6

葛飾区 △ 11,887 △ 8.5

江戸川区 △ 13,792 △ 7.2

境界未定地域 △ 1,072 △ 5.1

市　部 △ 57,035 △ 3.9

八王子市 △ 9,858 △ 4.4

立川市 △ 4,479 △ 4.0

武蔵野市 △ 2,851 △ 3.3

三鷹市 △ 6,013 △ 9.4

青梅市 △ 1,437 △ 2.7 △ 351 △ 0.7

府中市 △ 7,550 △ 6.8

昭島市 △ 1,372 △ 2.9

調布市 △ 4,143 △ 5.4

町田市 △ 7,116 △ 5.3

小金井市 △ 1,525 △ 5.1

小平市 △ 4,756 △ 8.9

日野市 △ 3,683 △ 6.3

東村山市 △ 1,801 △ 4.8

国分寺市 △ 326 △ 0.9 △ 41 △ 0.1

国立市 △ 1,410 △ 5.1

福生市 △ 132 △ 0.8 △ 1,426 △ 7.6

狛江市 △ 2,347 △ 13.3 △ 383 △ 2.1

東大和市 △ 112 △ 0.5 △ 674 △ 2.9

清瀬市

東久留米市 △ 1,585 △ 5.6

武蔵村山市 △ 484 △ 1.8

多摩市 △ 4,067 △ 6.4

稲城市 △ 671 △ 3.0

羽村市 △ 1,149 △ 4.4

あきる野市 △ 841 △ 3.9

西東京市 △ 226 △ 0.5 △ 920 △ 1.9

町村部 △ 3,319 △ 7.7

△ 2,970 △ 9.3

瑞穂町 △ 3,098 △ 15.2

日の出町

檜原村 △ 59 △ 7.0 △ 80 △ 8.7

奥多摩町 △ 51 △ 2.4 △ 112 △ 5.1

△ 463 △ 4.2 △ 349 △ 3.1

大島支庁 △ 371 △ 7.0 △ 359 △ 6.3

大島町 △ 220 △ 7.0 △ 88 △ 2.7

利島村 △ 18 △ 11.2 △ 14 △ 8.0

新島村 △ 101 △ 8.4 △ 176 △ 12.8

神津島村 △ 32 △ 4.1 △ 81 △ 9.4

三宅支庁 △ 116 △ 10.3

三宅村 △ 110 △ 11.5

御蔵島村 △ 10 △ 6.0 △ 6 △ 3.5

八丈支庁 △ 281 △ 8.9 △ 71 △ 2.2

八丈町 △ 273 △ 8.9 △ 82 △ 2.6

青ヶ島村 △ 8 △ 8.1

小笠原支庁 △ 59 △ 4.1

小笠原村 △ 59 △ 4.1

西多摩郡

島　　部

平成24年－21年
平成26年 平成24年 平成21年区市町村

従　業　者　数
平成26年－24年

 

表 地域別従業者数

図 区市町村別従業者数（５区分）

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％

総　　数 総　　数 総　　数 △ 391,286 △ 4.3

区  部 区  部 区  部 △ 330,932 △ 4.4

港区 港区 港区

千代田区 千代田区 千代田区

中央区 中央区 中央区

その他の区 その他の区 その他の区

市  部 市  部 市  部 △ 57,035 △ 3.9

八王子市 八王子市 八王子市

町田市 町田市 町田市

立川市 立川市 府中市

その他の市 その他の市 その他の市

町村部 町村部 町村部 △ 3,319 △ 7.7

西多摩郡 西多摩郡 西多摩郡 △ 2,970 △ 9.3

　　島　部 島　部 　　島　部 △ 463 △ 4.2 △ 349 △ 3.1

地域 地域 地域

平成26年 平成24年 平成21年

従業者数
平成26年－24年 平成24年－21年

大島町 利島村 新島村 神津島村 三宅村

御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村

万以上 （６区）
万以上 万未満（８区１市）

５万以上 万未満（９区 市）

２万以上５万未満（ 市１町）
２万未満 （３市４町８村）

奥多摩町

瑞穂町

檜原村

日の出町

青梅市

あきる野市

八王子市

町田市

日野市

多摩市 稲城市

府中市

羽村市

福生市

武蔵村山市
東大和市

東村山市

清瀬市

小平市

昭島市
立川市

国立市

国分寺市 小金井市
三鷹市

狛江市
世田谷区

杉並区

板橋区
北区 足立区

葛飾区

江戸川区

江東区

目黒区

渋谷区

新宿区

中野区 文京区

荒川区

千代田区

練馬区

調布市

武蔵野市

豊島区
台東区

中央区

品川区

港区

墨田区

大田区

東久留米市

西東京市

境界未定地域
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表 区市町村別従業者数

順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 順位 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％

総　数 △ 391,286 △ 4.3

区　部 △ 330,932 △ 4.4

千代田区 △ 65,351 △ 7.2

中央区 △ 17,949 △ 2.4

港区 △ 63,422 △ 6.2

新宿区 △ 3,662 △ 0.6

文京区 △ 8,525 △ 3.8

台東区 △ 20,293 △ 8.0

墨田区 △ 853 △ 0.5

江東区

品川区 △ 11,254 △ 3.1

目黒区 △ 4,310 △ 3.3

大田区 △ 19,243 △ 5.4

世田谷区 △ 398 △ 0.2

渋谷区 △ 12,798 △ 2.8

中野区 △ 8,380 △ 7.1

杉並区 △ 8,511 △ 5.0

豊島区 △ 18,023 △ 6.7

北区 △ 5,849 △ 4.4

荒川区 △ 641 △ 0.8 △ 5,560 △ 6.5

板橋区 △ 11,764 △ 5.8

練馬区 △ 6,619 △ 3.8

足立区 △ 12,663 △ 5.6

葛飾区 △ 11,887 △ 8.5

江戸川区 △ 13,792 △ 7.2

境界未定地域 △ 1,072 △ 5.1

市　部 △ 57,035 △ 3.9

八王子市 △ 9,858 △ 4.4

立川市 △ 4,479 △ 4.0

武蔵野市 △ 2,851 △ 3.3

三鷹市 △ 6,013 △ 9.4

青梅市 △ 1,437 △ 2.7 △ 351 △ 0.7

府中市 △ 7,550 △ 6.8

昭島市 △ 1,372 △ 2.9

調布市 △ 4,143 △ 5.4

町田市 △ 7,116 △ 5.3

小金井市 △ 1,525 △ 5.1

小平市 △ 4,756 △ 8.9

日野市 △ 3,683 △ 6.3

東村山市 △ 1,801 △ 4.8

国分寺市 △ 326 △ 0.9 △ 41 △ 0.1

国立市 △ 1,410 △ 5.1

福生市 △ 132 △ 0.8 △ 1,426 △ 7.6

狛江市 △ 2,347 △ 13.3 △ 383 △ 2.1

東大和市 △ 112 △ 0.5 △ 674 △ 2.9

清瀬市

東久留米市 △ 1,585 △ 5.6

武蔵村山市 △ 484 △ 1.8

多摩市 △ 4,067 △ 6.4

稲城市 △ 671 △ 3.0

羽村市 △ 1,149 △ 4.4

あきる野市 △ 841 △ 3.9

西東京市 △ 226 △ 0.5 △ 920 △ 1.9

町村部 △ 3,319 △ 7.7

△ 2,970 △ 9.3

瑞穂町 △ 3,098 △ 15.2

日の出町

檜原村 △ 59 △ 7.0 △ 80 △ 8.7

奥多摩町 △ 51 △ 2.4 △ 112 △ 5.1

△ 463 △ 4.2 △ 349 △ 3.1

大島支庁 △ 371 △ 7.0 △ 359 △ 6.3

大島町 △ 220 △ 7.0 △ 88 △ 2.7

利島村 △ 18 △ 11.2 △ 14 △ 8.0

新島村 △ 101 △ 8.4 △ 176 △ 12.8

神津島村 △ 32 △ 4.1 △ 81 △ 9.4

三宅支庁 △ 116 △ 10.3

三宅村 △ 110 △ 11.5

御蔵島村 △ 10 △ 6.0 △ 6 △ 3.5

八丈支庁 △ 281 △ 8.9 △ 71 △ 2.2

八丈町 △ 273 △ 8.9 △ 82 △ 2.6

青ヶ島村 △ 8 △ 8.1

小笠原支庁 △ 59 △ 4.1

小笠原村 △ 59 △ 4.1

西多摩郡

島　　部

平成24年－21年
平成26年 平成24年 平成21年区市町村

従　業　者　数
平成26年－24年

 

表 地域別従業者数

図 区市町村別従業者数（５区分）

実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比 増加数 増加率 増加数 増加率

％ ％ ％ ％ ％

総　　数 総　　数 総　　数 △ 391,286 △ 4.3

区  部 区  部 区  部 △ 330,932 △ 4.4

港区 港区 港区

千代田区 千代田区 千代田区

中央区 中央区 中央区

その他の区 その他の区 その他の区

市  部 市  部 市  部 △ 57,035 △ 3.9

八王子市 八王子市 八王子市

町田市 町田市 町田市

立川市 立川市 府中市

その他の市 その他の市 その他の市

町村部 町村部 町村部 △ 3,319 △ 7.7

西多摩郡 西多摩郡 西多摩郡 △ 2,970 △ 9.3

　　島　部 島　部 　　島　部 △ 463 △ 4.2 △ 349 △ 3.1

地域 地域 地域

平成26年 平成24年 平成21年

従業者数
平成26年－24年 平成24年－21年

大島町 利島村 新島村 神津島村 三宅村

御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村

万以上 （６区）
万以上 万未満（８区１市）

５万以上 万未満（９区 市）

２万以上５万未満（ 市１町）
２万未満 （３市４町８村）

奥多摩町

瑞穂町

檜原村

日の出町

青梅市

あきる野市

八王子市

町田市

日野市

多摩市 稲城市

府中市

羽村市

福生市

武蔵村山市
東大和市

東村山市

清瀬市

小平市

昭島市
立川市

国立市

国分寺市 小金井市
三鷹市

狛江市
世田谷区

杉並区

板橋区
北区 足立区

葛飾区

江戸川区

江東区

目黒区

渋谷区

新宿区

中野区 文京区

荒川区

千代田区

練馬区

調布市

武蔵野市

豊島区
台東区

中央区

品川区

港区

墨田区

大田区

東久留米市

西東京市

境界未定地域
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売上（収入）金額

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も

高く、次いで「金融業 保険業」 ％、「医療，福祉」 ％となっている。

（図 、表 ）

図 産業大分類別売上（収入）金額の構成比

表 産業大分類別売上（収入）金額

注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合

　　サービス事業」を合算したものである。

実数 構成比
百万円 ％

総数
農林漁業
鉱業, 採石業, 砂利採取業
建設業
製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業, 郵便業
卸売業, 小売業
金融業, 保険業
不動産業, 物品賃貸業
学術研究, 専門・技術サービス業
宿泊業, 飲食サービス業
生活関連サービス業, 娯楽業
教育, 学習支援業
医療, 福祉
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）

売上(収入)金額

注１）　事業所数は、「外国の会社」及び「法人でない団体」を除く。
注２）　売上（収入）金額は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。
　　　　なお、ネットワーク型産業（「利用上の注意」参照）については、事業所単位での経理項目の把握を
　　　していないため、総務省統計局の試算値を掲載している。

産業大分類 事業所数

売上（収入）金額の構成比では「卸売業 小売業」が最も高く ％を占める

 

存続・新設・廃業別

存続・新設・廃業別に事業所数をみると、新設事業所は 万 事業所で、総数に占め

る割合は ％となっている。なお、廃業事業所は 万 事業所となっている。

また、存続・新設・廃業別に従業者数をみると、新設事業所は 万 人となってお

り、総数の 分の を占めている。なお、廃業事業所は 万 人となっている。

（図 、図 、表 ）

表 存続・新設・廃業別の事業所数及び従業者数の構成比

図 存続・新設別の事業所数の構成比

図 存続・新設別の従業者数の構成比

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年
％ ％ ％ 人 人 人 ％ ％ ％

総数
　存続事業所
　新設事業所
　その他（存続・新設が不詳等）

廃業事業所

存続・新設・廃業別
事業所数 従業者数

実数 構成比 実数 構成比

新設事業所は事業所数の約２割、従業者数の４分の１を占める
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売上（収入）金額

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も

高く、次いで「金融業 保険業」 ％、「医療，福祉」 ％となっている。

（図 、表 ）

図 産業大分類別売上（収入）金額の構成比

表 産業大分類別売上（収入）金額

注）「その他の産業」は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合

　　サービス事業」を合算したものである。

実数 構成比
百万円 ％

総数
農林漁業
鉱業, 採石業, 砂利採取業
建設業
製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業, 郵便業
卸売業, 小売業
金融業, 保険業
不動産業, 物品賃貸業
学術研究, 専門・技術サービス業
宿泊業, 飲食サービス業
生活関連サービス業, 娯楽業
教育, 学習支援業
医療, 福祉
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）

売上(収入)金額

注１）　事業所数は、「外国の会社」及び「法人でない団体」を除く。
注２）　売上（収入）金額は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。
　　　　なお、ネットワーク型産業（「利用上の注意」参照）については、事業所単位での経理項目の把握を
　　　していないため、総務省統計局の試算値を掲載している。

産業大分類 事業所数

売上（収入）金額の構成比では「卸売業 小売業」が最も高く ％を占める

 

存続・新設・廃業別

存続・新設・廃業別に事業所数をみると、新設事業所は 万 事業所で、総数に占め

る割合は ％となっている。なお、廃業事業所は 万 事業所となっている。

また、存続・新設・廃業別に従業者数をみると、新設事業所は 万 人となってお

り、総数の 分の を占めている。なお、廃業事業所は 万 人となっている。

（図 、図 、表 ）

表 存続・新設・廃業別の事業所数及び従業者数の構成比

図 存続・新設別の事業所数の構成比

図 存続・新設別の従業者数の構成比

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年
％ ％ ％ 人 人 人 ％ ％ ％

総数
　存続事業所
　新設事業所
　その他（存続・新設が不詳等）

廃業事業所

存続・新設・廃業別
事業所数 従業者数

実数 構成比 実数 構成比

新設事業所は事業所数の約２割、従業者数の４分の１を占める
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